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１ 計画策定の趣旨                          

 全ての認知症の人が、基本的人権を享有する個人として、尊厳を保持しつつ希望を持って暮ら

すことができるよう、令和 5 年(2023)6 月に「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」

（令和 5年法律第 65 号。以下「認知症基本法」という。）が制定され、認知症の人や家族等の意

見を聴きながら、認知症施策を推進していくこととされました。 

 日本においては、急速な高齢化の進展に伴い、認知症の人が増加しています。具体的には、令

和 4 年(2022)の認知症の高齢者数は約 443 万人、軽度認知障がい＊1（ＭＣＩ：Mild Cognitive 

Impairment）の高齢者数は約 559万人と推計＊2され、合計すると約 1,000 万人を超え、高齢者の

約 3.6人に 1 人が認知症又はその予備軍と言える状況です。 

さらに、この推計で得られた性年齢階級別の認知症及び軽度認知障がいの有病率が今後も一定

と仮定をすると、令和 22 年(2040)には、合計約 1,200 万人（認知症約 584 万人、軽度認知障が

い約 613万人）に上り、高齢者の約 3.3人に 1 人となると見込まれています。 

本市においても、人口の年齢３区分別割合の推計は全国と類似していることから、同様に認知

症及び軽度認知障がいの高齢者数が増加していくことが見込まれます。 

また、令和 4 年(2022)の若年性認知症の人は約 3.6 万人、18～64歳人口 10 万人当たり約 50.9

人と推計＊3されており、誰もが認知症になり得るものであり、若年性認知症の人が抱える、就労、

子育てへの影響も踏まえ対応を検討していく必要があります。 

 

〇全国と出雲市の年齢３区分別人口割合の推計               （単位：％） 

0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上

全国 11.9 59.5 28.6 10.1 55.1 34.8

出雲市 13.5 56.3 30.2 12.2 54.3 33.5

差異 1.6 -3.2 1.6 2.1 -0.8 -1.3

令和2年(2020)人口の年齢別割合(％) 令和22年(2040)年人口の年齢別割合(％)

 
※国立社会保障･人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」及び「日本の地域別将来推計人口（令和５

年推計）」より参照。 

 

 

出雲市認知症施策推進計画 

＊1 記憶障がいなどの軽度の認知機能障がいが認められるが、日常生活にはあまり支障を来さない程度であるため、

認知症とは診断されない状態を言う。 

＊2 厚生労働省 令和 5 年度老人保健事業推進等事業報告「認知症及び軽度認知障害の有病率調査並びに将来推計

に関する研究」(研究代表者：二宮利治)。本調査研究においては、MCI と認知症の有病率の合計値は、2012 年

に行われた調査結果と比較して、いずれも約 28％と大きな変化がなかったが、内訳をみると、認知症の有病率

が低下しており、喫煙率の全体的な低下、生活習慣病管理の改善、健康に関する情報や教育の普及による健康意

識の変化などにより、認知機能低下の進行が抑制され、MCI から認知症へ進展した者の割合が低下した可能性

があることも示唆されている。 

＊3 AMED(国立研究法人日本医療研究開発機構)「若年性認知症の有病率・生活実態把握と多元的データ共有シス

テムの開発」(研究代表者：粟田主一) 2017-2020 
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〇出雲市の高齢者人口の推計                        （単位：人） 

 

※各年９月末時点。国立社会保障・人口問題研究所の地域別将来推計人口を補正した人口推計の数値。 

 

〇認定者数推計                              （単位：人） 

 

〇認定者数推計                              （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※各年９月末時点。 
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2013年度と 2018年度の介護保険認定新規認定者の５年後の認知症自立度の変化を比較すると、

後者の方が新規認定者の認知機能低下の進行が抑制の傾向にあります。これは、認知症ケアの推

進や市民の健康意識の変化などにより、進行が抑制されてきたものと考えられます。 

今後も認知症ケアの進展や普及活動の推進に伴い、軽度で長期間過ごす認知症の人が増加する

ため、その主な療養生活の場である在宅を支援するサービス提供体制の確保が必要となります。 

 

〇認知症自立度Ⅱb 以下の介護保険認定新規申請者の５年後の認知症自立度 

 
※各年度の 4 月 1 日時点の状況を比較。 

※認知症自立度のⅡb 以下については自立を含まない。 

※転居等により 5 年後の認知症自立度が不明な者はｎ数より除外。 

 

本計画は、高齢化がピークを迎える 2040 年頃を見据え、認知症の人を取り巻く環境や生活課

題等の変化に対応しながら、認知症施策を総合的かつ計画的に推進していくことを目的として、

策定するものです。 

ｎ＝510  （人） ｎ＝419  （人） 
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２ 計画の位置づけと期間                       

この計画は、認知症基本法の第 13 条に基づく市町村認知症施策推進計画として位置づけるも

のです。また、国の認知症施策推進基本計画（第１期）の計画期間は、令和 6 年(2024)から令和

11 年度(2029)までの概ね５年間を対象としていますが、本市では第９期 出雲市高齢者福祉計

画・介護保険事業計画など、他の関連する計画における各施策と連携しながら一体的に推進する

必要があることから、令和７年度（2025）から令和８年度（2026）までとします。 

 

３ 計画の策定経過                          

本計画については、認知症の人とその家族への支援に関わる保健・医療・福祉の関係者で構成

される「出雲市認知症施策強化検討会」（令和６年 5月 31日までは出雲市認知症高齢者支援強化

検討会）において、令和５年度(2023)から令和６年度(2024)に４回にわたり議論いただきながら

策定を進めました。本計画は、同検討会で出された意見・提案等が反映されたものとなっていま

す。 

また、市内の認知症の人とその家族への聞き取りアンケートの実施結果や、認知症に関する各

相談支援機関状況のヒアリングの結果、多くの関係者の意見を計画に反映しました。 
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４ 計画の基本方針と基本的施策                       

 本市のこれまでの認知症ケア推進に向けた取組は、認知症高齢者が住み慣れた地域で安心して

暮らし続けることができるまちづくりを進めるため、 

①認知症地域支援推進員と連携し、積極的に地域に出向き地域での認知症ケアを推進すること 

②関係機関との連携を強化し、共有の課題認識のもと、協働した取組の実施を目指すことを基 

本方針に掲げ、地域住民の啓発活動や認知症の人とその家族の支援に取り組んできました。 

 人生 100年時代を迎える中、高齢化の進展による認知症高齢者の増加を見据えつつ、様々なラ

イフイベントに直面する若年性認知症の人の抱える課題へ適切に対応しながら、認知症の人を含

め、一人ひとりがその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いなが

ら共生する社会を実現させていくに当たり、以下の基本方針の下、４つの基本的施策を推進して

いきます。 

 

基本方針 認知症の人やその家族等とともに認知症施策を推進し、誰もが認知症になり得

る中において市民一人ひとりが、認知症への正しい知識を持ち、認知症の人が

基本的人権を有する個人として認知症とともに希望を持って生きるという考え

方（新しい認知症観）を自分ごととして理解することで、誰もが安心して認知

症になれるまちづくりを進めます。 

 

 

基本的施策１ 認知症に対する正しい理解の普及 

基本的施策２ 認知症予防に対する取組 

基本的施策３ 早期発見・早期診断・ケアの取組 

基本的施策４ 認知症の人等への支援とそのネットワークの拡充 
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５ 認知症ケアの推進に向けた施策                         

本市の認知症ケア推進に向けた施策は、出雲市高齢者福祉計画・介護保険事業計画に掲げた

施策を中心に進めており、今後もこれまでの認知症ケアの推進に向けた施策の積み重ねや継続

性を意識して検証していく必要があります。 

そのため、第９期 出雲市高齢者福祉計画・介護保険事業計画で掲げている施策の柱立てを

踏まえ、 

①認知症に対する正しい理解の普及 

②認知症予防に対する取組 

③早期発見・早期診断・ケアの取組 

④認知症の人等への支援とそのネットワークの拡充 

を、本計画の基本的施策の４つの柱として認知症ケアの推進に向けた実効性のある具体的な施

策を進めていくとともに、下図の本市の認知症ケアの流れで示す認知症の症状の進行に応じた

支援内容の充実を図っていきます。 

また、毎年、「出雲市認知症施策強化検討会（兼認知症初期集中支援チーム検討委員会）」に

おいて、施策の進捗状況の評価を実施し、施策の推進に向けた検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和６年度時点の出雲市認知症ケアの流れ 
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（１）認知症に対する正しい理解の普及 

 現状と課題  

本市では、認知症に対する正しい理解の普及のため「認知症サポーター養成講座」を平成

23 年度(2011)から開始し、講座の受講者数は、令和 6 年(2024)3 月末時点で延べ 25,079 名

に達しており、地域によっては認知症になる前からのつながりの継続による見守り等が行わ

れています。 

しかしながら、依然として「認知症の人＝何も分からなくなる人」、「認知症＝恥ずかしい

病気」というような偏見に思い悩んでいる認知症の人やその家族はいます。このような偏見

を解消するには、市民一人ひとりが、認知症の人はそれぞれ思いを持って行動していること

を理解し、その思いを尊重できるよう、認知症に関する正しい知識を持つことが重要です。 

そして、認知症は誰もがなりうるものであり、多くの人にとって身近なものとなっている

ことを自分ごととして捉え、家族や身近な人が認知症になることも含めて認知症の人とその

家族が早期に適応し、対処できるよう必要な知見等を備えておく必要があります。また、医

療・介護の専門職においても、正しい理解の下でサービスを提供していくことが重要です。 

 

認知症となっても本人は、

認知症の初期は言葉が出づ

らくなり、もの忘れが多く

なる等の違和感を自覚して

おります。そのような中周

囲の人は、本人への愛情か

ら、言い間違いの訂正や行

動を指摘することがありま

す。 

その際、周囲の人が認知

症になると何もかもわからなくなるという誤解や偏見を持ったまま対応してしまうと、次第に本

人への温かい言葉がけや普通の会話が減り、本人は周囲とのつながりの薄れから不安や孤独を感

じることとなります。 そのような状態で、周囲が指摘を繰り返してしまうことで、本人は常に“叱

られている”と感じ、不安や焦りから混乱を生じてしまいます。それがもとで BPSD(行動・心理

症状)を引き起こし、家族関係も悪化させてしまいます。 

   このような認知症の“からくり”は、認知症の人の不安やつらさを理解して適応し、対処の仕

方を知るうえで大切な視点です。今までの自分でなくなっていくことに不安や悲しみを一番感じ

ている本人の気持ち(寂しさ、不安)を理解し、尊厳を大事にした対応をすることが、本人だけで

なく家族の暮らしやすさにもつながります。 

 

参考：認知症を受け入れる文化(暮らし)づくり認知症になっても笑顔で暮らせるまちづくり/高橋幸男 
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 具体的な取組  

① 認知症サポーター等の養成 

認知症キャラバン・メイト＊1の協力のもと、認知症について正しく理解し、認知症の

人や家族を温かく見守る応援者である認知症サポーターを養成するため、認知症サポー

ター養成講座を引き続き開催します。 

今後も、地域のサロン等小単位の集まりを対象とした普及・啓発の働きかけを行い、

地区社会福祉協議会と連携して、小地域単位の関係づくりを推進していくとともに、認

知症の人を自然体で受け止められる地域づくりに向け、子ども・学生、教育関係者、企

業等地域の多様な主体に対しても、様々な出前講座等の機会を活用し、直接的な理解の

普及を進めてまいります。 

特に、子ども・学生に対しては、継続的な教育・交流活動として実施できるよう、学

校及び教育委員会等の関係者に働き掛けを行います。 

また、出前講座の受講者の意見を把握し、講座内容に反映しながら、より効果的な講

座となるよう工夫します。 

その他、本市の「在宅医療座談会」、出雲市立総合医療センターの「まめなかね！出前

講座」や、島根県認知症疾患医療センター＊2であるエスポアール出雲クリニックの「認

知症出前交流塾」等様々な認知症に関する出前講座等の市民向け講座が行われておりま

す。これらの機会を通じて、認知症になったときの暮らしや、認知症サポーター同士の

話し合い等を通じた認知症に関する具体的な対応等、受講する市民にとって生活や地域

での活動に役立つ実用的でメリットのある内容についても、重点的に理解を深めること

ができるよう、各市民向け講座やその関係者と連携及び協力して、講座内容の充実化に

取り組みます。 

② 認知症キャラバン・メイトへの支援 

出雲市キャラバン・メイト連絡会を年６回程度開催し、 

・認知症キャラバン・メイト相互の連携の推進 

・最新の認知症施策等の情報共有 

を図っていきます。 

また、スキルアップ研修を年１回開催し、認知症サポーター養成講座における認知症

に対する正しい理解の普及啓発活動について支援します。 

＊1 認知症キャラバン・メイト：「認知症サポーター養成講座」において、講師を務める人。所定の養成研修を受

講後、登録し、認知症に関する知識や認知症の人への接し方などの普及啓発を行う役割を担う。 

＊2 認知症疾患医療センター：認知症の速やかな鑑別診断や、行動・心理症状（BPSD）と身体合併症に対する急

性期医療、専門医療相談等を行う医療機関。かかりつけ医や介護施設、地方自治体とも連携し、認知症の方やそ

の家族が地域の中で適切な医療を受けられるよう支援する役割を担う。 
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③ 普及啓発に向けた情報発信 

ア．イベントの開催 

広く市民へ認知症についての理解を深めるため、市民向けに「認知症ケア・フォー

ラム」を毎年開催します。その際、認知症ケアの施策やフォーラムの内容に関するア

ンケートを実施し、その結果も踏まえ、今後の施策やフォーラムの内容について本市

の実情や市民のニーズに合ったものとなるよう検討します。 

 また、「認知症の人と家族の会」の取組や、その他「ＲＵＮ伴」等の有志活動と連携

して、広く認知症についての関心と理解を深めるため「認知症の日」（9 月 21 日）や

「認知症月間」（9月）＊３等における普及啓発イベントに取り組みます。 

イ．認知症ハンドブックによる普及啓発 

      認知症の人の思いやその思いを尊重した普段の関わり方、認知症の初期から後期に

かけての進行状況に合わせた医療・介護サービス利用に関する標準的な流れ、市内相

談支援機関をまとめた「認知症ハンドブック」について、市民、介護サービス事業所

やケアマネジャーの研修会等の機会をとらえて、その普及啓発を図ります。 

      認知症ハンドブックについては、認知症基本法の趣旨を踏まえた理解や、認知症診

断後も本人やその周囲が適応し必要な対処につながるよう、ケアパスの先進事例等を

参考に内容を見直していきます。 

ウ．その他の広報媒体を活用した情報発信  

認知症に関する専用ページを開設し、誰もが容易に認知症に対する正しい情報を得

ることができるよう取り組みます。 

また、「広報いずも」に認知症に関する各種講座やイベントの案内を掲載し、市民へ

の参加を働きかけていきます。 

④ 医療・介護従事者向けの理解の促進 

県と連携し、医療・介護従事者向け研修等の機会において、認知症ケアに関わる保健

医療福祉の専門職をはじめとする関係者に対し、認知症基本法の理解を促進していくこ

とにより、認知症の人の思いを尊重した良質なサービスが提供されるよう取り組みます。 

 

＊３ 認知症の日、認知症月間：認知症基本法において、国民の間に広く認知症についての関心と理解を深めるため

毎年 9 月 21 日を認知症の日、9 月を認知症月間とされている。 
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（２）認知症予防に対する取組 

 現状と課題  

本市では、これまで認知症予防教室を地域で開催し、教室前後の参加者の認知機能評価に

おいても一定の改善効果が得られてきました。教室修了後も、参加者が自主的なグループ（「通

いの場」）を作り介護予防に資する活動が継続できるよう支援しています。 

また、健康づくりや介護予防を継続的に取り組む住民主体の「通いの場」等の地域の介護

予防活動について、新たな活動団体の立ち上げや効果的な活動について、リハビリテーショ

ン専門職等を派遣して支援しています。 

今後、本市でも高齢化の進展が見込まれる中、高齢者一人ひとりが認知症を含めた介護予

防を意識して取り組んでいくことが重要となります。そのため、高齢者が介護予防に資する

活動を継続しやすい環境整備を進めていく必要があります。 

 

 具体的な取組  

① 認知症予防教室の実施 

認知症予防教室を引き続き開催し、認知症予防に効果的と考えられるプログラムの実

施により、認知機能の維持・改善及び自発的な認知症予防への意識の啓発を図ります。 

また、修了後も自主的な活動を行うことができるよう、「通いの場」等の継続的な地域

の介護予防活動への円滑な移行を支援します。また、後期高齢者健康診査や歯科口腔健

診等の結果を活用し、基礎疾患や問診内容等から、より優先度の高い人が教室に参加で

きるよう個別に参加を促す取組を行います。 

② 通いの場等における認知症予防の推進 

健康づくりや介護予防のため、新たに活動を始めようとする団体や、既存の「通いの

場」に対して、リハビリテーション専門職等を派遣して、継続的かつ効果的な介護予防

活動を支援します。 

また、地域社会とのつながりが少ない高齢者について、医療機関や高齢者あんしん支

援センターなど関係機関と連携を図りながら、「通いの場」等への参加を促すとともに、

介護予防活動の場におけるニーズを踏まえ、「通いの場」等の質的・量的な充実を図りま

す。 



- 13 - 

 

（３）早期発見・早期診断・ケアの取組 

 現状と課題  

認知症は、より早期に適切な治療を始めることで進行を遅らせることができる可能性があ

ることや、より早期に診断を受けることで、適切な介護サービスの利用や周囲の理解が得ら

れること、また、症状が軽いうちに本人が家族とともに今後の生活を話し合うことができる

ことなど、早期発見・早期診断がとても重要になります。 

また、認知症の人とその家族は、認知症診断後も続く生活において、様々な不安を抱える

こととなります。特に若年性認知症の人は、長期的に就労や養育等へ対応していくこととな

ります。認知症診断後に空白期間を置くことなく、こういった生活への不安を和らげ、認知

症の人とその家族や周囲の方が、様々な工夫により適応し、対処できるよう、当事者間、家

族間等による共有・共感の場や相談支援の体制整備を図り、関係者の緊密な連携が重要です。 

本市では、平成 23 年(2011)から「認知症地域支援推進員（以下、「認知症コーディネータ

ー」という。）」＊１を配置し、認知症に関する相談支援や、認知症の人やその家族が、悩みや

情報を共有し交流できる「認知症カフェ」の立ち上げ支援など、関係機関と連携して認知症

ケアを推進しています。 

平成 26年(2014)には出雲式の「認知症ケアパス」(現在は「認知症ハンドブック」に名称

変更。)を作成し、認知症が疑われる症状が発生した時から認知症の進行状況に応じて、いつ、

どこで、何をするべきなのか、どのようなサービスを受けることができるのかなどについて、

医療・介護関係者をはじめ市民に対しても分かりやすく伝わるよう、その普及に努めていま

す。令和３年度には認知症ハンドブックの構成を見直し、認知症当事者の気持ちや周囲の関

わりについてよりわかりやすいものに改訂しました。 

平成 28年(2016)には、「認知症初期集中支援チーム」＊2を設置し、早期発見・早期診断に

向けた支援体制を構築し、これを推進しています。 

認知症患者の診療に習熟し、かかりつけ医の支援等を行うための専門研修を修了した「認

知症サポート医」＊3(令和５年(2023)３月末時点で出雲市内では 24名が登録)については、平

成 27 年(2015)から出雲医師会により出雲認知症サポート医会が組織され、連絡会、研修会

等を実施するなど、認知症サポート医の組織化が図られています。更に、島根大学医学部附

属病院及びエスポアール出雲クリニックでは、認知症疾患医療センターとして、かかりつけ

医への支援を行っています。 

令和 2年から出雲市立総合医療センターにおいては、もの忘れ看護相談室が設置され、認

知症看護認定看護師による相談支援体制を整備しています。 

今後、各機関の支援が効果的に行えるよう、有機的な連携を推進していく必要があります。 

＊1 認知症地域支援推進員（認知症コーディネーター）：認知症に関する知識を広める活動や家族からの相談への

対応、また、医療機関や介護サービス事業所等との連携を図りながら認知症の人本人やその家族を支援する役

割を担う。 

＊2 認知症初期集中支援チーム： 認知症の家族の相談等により、認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族

を訪問し、必要な医療や介護の導入・調整や家族支援などの初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活の

サポートを行う医療・介護の専門職で構成されるチームのこと。 

＊3 認知症サポート医：地域で、かかりつけ医の認知症診断等に関する相談役などの役割を担う医師のこと。 
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 具体的な取組  

① 認知症地域支援推進員（認知症コーディネーター）の配置 

認知症コーディネーターを配置し、認知症の人やその家族に寄り添い電話や訪問によ

る相談支援を行い、高齢者あんしん支援センター、認知症初期集中支援チーム等の他の

支援機関とも連携して支援します。 

また、認知症コーディネーターが関係者と連携しながら、認知症サポーター等の支援

者の養成、認知症ハンドブックの普及、認知症カフェへの立ち上げ等の支援など、新し

い認知症観に基づいた認知症ケアを総合的に推進します。 

② 認知症初期集中支援チームの活動 

認知症が疑われる人や認知症の人をできるだけ早期に適切な医療・介護サービスにつ

なげることができるよう、医療・介護の専門職からなるチームがサポートします。 

また、チームの活動についての理解を広げ、より早期発見・早期診断が推進できるよ

う、広報媒体やケアマネジャー等の認知症ケアに携わる関係者への研修会等において、

これまで蓄積された対応事例も含めて活動内容等について周知を図ります。 

 

○認知症初期集中支援チームの活動内容 
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③ 認知症サポート医会との連携 

出雲認知症サポート医会は、定期的な連絡会の開催や、医療・介護関係者を対象とし

た研修会の実施など、認知症ケアに携わる医療・介護関係者を支援する役割を担ってい

ます。認知症ケアの質の向上のため、引き続き、サポート医会との連携を強化していき

ます。 

また、地域の専門職を対象に、認知症に関わる医療、福祉関係者が悩みや課題を忌憚

なく話合える「認知症フリートーク」を開催し、その場に認知症サポート医が参加して

地域の多職種の連携を推進します。 

④ 認知症疾患医療センターによる支援 

認知症の速やかな鑑別診断や、行動・心理症状（BPSD）と身体合併症に対する急性

期医療、専門医療相談等を行う市内 2 か所の認知症疾患医療センターと連携して、認知

症の方やその家族が地域の中で適切な専門医療を受けられるよう支援していきます。 

ア．島根大学医学部附属病院しまね認知症疾患医療センター（基幹型） 

島根大学医学部附属病院は、もの忘れ外来を設置し、鑑別診断とそれに基づく初期

対応、治療、行動・心理症状への対応等をかかりつけ医と連携し、脳神経内科と精神

科の体制で行っています。 

また、もの忘れ外来においては、看護師・保健師、精神保健福祉士による相談対応

も行っており、他の相談支援機関へ診断後の早期支援へつないでいます。 

イ．エスポアール出雲クリニック（連携型） 

認知症になっても安心して暮らせるために、診断・治療はもとより関係機関と連携

しながら医療・介護・福祉の支援を行っています。認知症の人と家族の思いを大切に

し、認知症を正しく理解をするための情報発信を行っています。 

⑤ オレンジドアによる支援 

島根大学医学部附属病院内には、「認知症の人と家族の会」の相談員による相談窓口が

設置されており、認知症の人とその家族が抱える不安や悩みに対応するとともに、認知

症診断後の社会との孤立や介護サービス利用までの空白期間の防止に取り組んでいます。 

今後、オレンジドアの後方支援体制を確保し、切れ目ない支援体制を推進します。 

⑥ もの忘れ看護相談室（出雲市立総合医療センター）による支援 

出雲市立総合医療センターは、もの忘れ看護相談室を設置し、当該センターの受診歴

を問わず、認知症の人やその家族、ケアに携わる専門職を対象に、毎月第 2 月曜日の午

前中に認知症看護認定看護師による無料の相談対応を行っています。 

年々、相談件数は増えており、今後も、多くの方がもの忘れ看護相談室を利用し、効

果的な支援ができるよう、院内外の連携を進めていきます。 
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⑦ 認知症カフェによる支援 

認知症の人やその家族が、悩みや情報を共有し交流できる「認知症カフェ」の新規立

ち上げの支援を行います。また、定期的に市内の認知症の方カフェの代表者による連絡

会を開催し、認知症コーディネーター等と情報共有を図りながら、認知症の人やその家

族の不安を和らげ、各カフェの特色を活かした効果的な支援を継続的に行っていけるよ

う検討していきます。 

〇市内の認知症カフェ一覧【令和６年(2024)12 月末時点】 

地区 名称 主催 開催場所 開催日・時間 

出雲 オレンジカフェいずも 
認知症の人と家族の会 
島根県支部出雲地区会 

ラピタ本店 

(今市町) 

毎月第２・４金曜日 

13：30～15：30 

出雲 おひさまカフェ 出雲医療生活協同組合 

在宅支援 

センター 

(今市町) 

行事に合わせ開催 

10：00～11：00 

出雲 
認知症カフェ in 県立大学 
みかんの木 

島根県立大学 
出雲キャンパス 
学生ボランティア 

県立大学内 

(西林木町） 

毎月第４水曜日 

16：30～17：30 

出雲 だんだんｃａｆｅ 出雲医療看護専門学校 
専門学校内 

（今市町） 

学校行事に合わせ

開催 

平田 ひかりカフェ 
NPO 法人 
なないろネット 

法人内 

(河下町) 

奇数月第４金曜日 

10：00～12：00 

斐川 ほっこりカフェ 
シャンシャンクラブ有志 
ひかわ医療生活協同組合 

順次移動 
奇数月第 3 火曜日 

14：00～15：00 

斐川 久木ほっこりカフェ 
久木地区有志の会 
ひかわ医療生活協同組合 

久木コミュニ

ティセンター 

毎月第 3 木曜日 

14：00～15：00 

 

⑧ 若年性認知症の人に対する支援 

本市の認知症コーディネーター、認知症初期集中支援チーム、県が配置する「若年性

認知症支援コーディネーター」と連携して支援を行います。 

また、若年性認知症の人やその家族に対して、「若年性認知症ハンドブック」の配布や

コールセンターの案内など若年性認知症に関する情報を提供します。 

⑨ 認知症の人の社会参加の機会の確保 

認知症の人、家族等が診断後に空白期間が生じることなく、生きがいや希望をもって

暮らしていけるよう、認知症カフェとの役割分担や連携を踏まえながら、ピアサポート

等の経験者の経験に触れて共有を図る機会や、家族関係の構築を図る機会を確保し、そ

のための体制整備を推進していきます。 
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（４）認知症の人等への支援と認知症支援ネットワークの拡充 

 現状と課題  

本市では、認知症の人やその家族が抱える諸課題への対応や権利擁護のため、高齢者あん

しん支援センターやいずも権利擁護センターといった機関が設置されています。 

しかしながら、認知症の方やその家族の権利が尊重され、尊厳が保持される住みやすい社

会の形成には、行政や医療・介護関係者だけではなく、地域住民による理解と支えが重要で

あり、現在、個人や団体単位で認知症サポーター等の地域の支援者を養成する講座の実施や、

「認知症カフェ」等の各支援機関の連携を推進し、認知症支援の関係者間のネットワークを

拡充しています。 

今後は、地域の支援活動を把握し、「認知症カフェ」等の関係形成の場を活用し、地域での

つながりを活かした支援や、認知症支援の関係者間のネットワークの強化及び拡充を図りな

がら、認知症の人が安心して暮らせる地域づくりが重要となります。 

また、認知症高齢者等の行方不明時の早期発見のため、平成 20 年(2008)から出雲市社会

福祉協議会による出雲市認知症高齢者等ＳＯＳメール安心ネットワークシステムが稼働し

ており、市内の高齢者が行方不明となった場合、あらかじめ発見協力者へ登録した方への発

見協力依頼メールを送付しています。 

加えて令和 4 年(2022)9月から、行方不明者の家族の同意が得られた場合には、出雲市公

式ＬＩＮＥ（令和 6 年(2024)12月末時点の登録者数 33,508 人）からも発見協力依頼の情報

発信を行っております。引き続き、行方不明者の早期の発見につながるよう協力者を増やし

ていくためこれらの取組の周知に努めます。 

これらの取組を推進し、認知症の人が地域において、自立して安心できる環境づくりを進

めていく必要があります。 

 

 具体的な取組  

① 高齢者あんしん支援センター（地域包括支援センター）による支援 

地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する高齢者あんしん支援セ

ンターにおいては、地域の関係者とのネットワークの下、高齢者の生活、福祉、介護、

保健等の総合相談支援や、訪問による高齢者の実態把握を行い、必要なサービスや支援

へつなげるとともに、養護者（家族等）による高齢者に対する虐待防止及び対応も行っ

ています。 

困難ケースについては、専門家や関係者との地域ケア会議の開催や、認知症初期集中

支援チームの利用を検討しています。 

今後とも、高齢者あんしん支援センターとともに複雑化・多様化する高齢者の抱える

諸課題の早期発見・早期介入への取組や介入困難な高齢者への支援体制のあり方を検討

していきます。 
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② 出雲市社会福祉協議会「いずも権利擁護センター」による支援 

いずも権利擁護センターでは、高齢者福祉関連事業として、軽度の認知症の高齢者等

の金銭管理を行う日常生活自立支援事業を行っています。 

認知症等の理由で判断能力の不十分な方を保護し、支援する成年後見制度において、

出雲市社会福祉協議会が成年後見人となる法人後見事業や、市民後見人の確保に向けた

研修やセミナーを行う市民後見推進事業を行っています。 

通帳等の大切な財産の保管に困っている高齢者等が、安心して過ごせるよう、本人に

代わって、出雲市社会福祉協議会が指定する貸金庫にて、財産を保管する財産保全サー

ビス事業を行っています。 

③ 「認知症家族介護教室」の開催 

家族介護者へ介護に関する情報を提供するため、認知症介護教室を認知症コーディネ

ーターが企画して開催しています。 

今後も、家族の介護への負担を軽減するために、有用な企画を検討して開催していき

ます。 

④ オレンジサポートカンパニーによる支援 

オレンジサポートカンパニー認定制度を通じて、 

１）認知症の治療や認知症家族の介護と、仕事の両立等の職場環境の整備 

２）認知症の人やその家族に寄り添った製品やサービスの開発、普及及び推進 

３）認知症の人やその家族の社会参加の機会の提供 

４）地域での見守りや支援者・支援機関との連携等の面的に協働した取組 

を行う企業を掘り起こし、当該企業をホームページ等で積極的に広報していくとともに、

本市の認知症に関する事業での活用も検討し、実効性の向上と推進に取り組みます。 

 また、オレンジサポートカンパニー認定制度については、国の推進する「認知症バリ

アフリー宣言」＊１よりも、本市に特化して各企業・団体等が具体的かつ深化した取組が

行えるよう推進していきます。 

＊1 認知症バリアフリー宣言：認知症バリアフリーに向けた取組を行おうとしている企業・団体等が、自らウェブ

上で「認知症バリアフリー宣言企業」として宣言を行うことを通じて、認知症の人やその家族にとって安心して

店舗やサービス・商品を利用できる環境の整備などに努めるとともに、認知症バリアフリー社会の実現に向けた

機運を醸成することを目的とした制度 
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⑤ 地域の認知症支援者等の確保によるネットワークの拡充 

個人や団体単位で認知症サポーター等の養成、オレンジサポートカンパニー認定事業

者の拡大に取り組み、地域において住民、保健医療サービス、福祉サービス、公共交通、

金融及び小売業等の事業者等による多様な支援及び連携できる環境整備を推進していき

ます。 

また、今後は、本市内の各地域の実情を踏まえ、貴重な医療介護福祉サービス資源を

効果的かつ効率的に活用できるよう施策を講じていく必要があります。 

そのため、地域と連携して活動している認知症コーディネーターや高齢者あんしん支

援センター等が把握している個々の支援の充足状況を踏まえ、「認知症カフェ」等の関係

形成の場を活用した地域でのつながりづくりへの支援、認知症支援の関係者間のネット

ワークの強化及び拡充への取組と連携し、認知症の人が自立して、かつ安心して他の人々

と暮らしていける安全な地域づくりを推進していきます。 
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⑥ 自立し安心できる暮らしの確保 

高齢者の生活の利便性の向上や社会参加を促進するため、高齢者福祉タクシー事業に

よるタクシー券の交付、介護予防・日常生活支援総合事業における訪問型サービスＤ（移

動支援）、及び認知機能の低下した高齢者に対するサポートカー限定免許の制度の適切な

運用の推進を通じて、引き続き高齢者の移動手段を確保していくとともに、市内の商店

や施設等に協力いただきながら、運転免許を自主返納しやすい環境づくりにも取り組み

ます。 

また、要介護認定を受けた高齢者等を必要に応じて要配慮者登録する等により、災害

時において認知症の人が適切に避難行動をとれるよう取り組んでいきます。 

⑦ 行方不明への対応 

行方不明時の早期発見のため、出雲市社会福祉協議会が、出雲警察署と連携して行う

「出雲市認知症高齢者等ＳＯＳメール安心ネットワークシステム」＊による取組と市の公

式ラインでの発見協力依頼を引き続き実施します。行方不明のおそれのある高齢者等の

事前登録の働きかけを継続して行うとともに、発見協力者数をさらに増やしていくため、

各種認知症関連研修会等での周知や認知症の日、認知症月間に合わせた広報等でも登録

の働きかけを行っていきます。 

また、行方不明の件数を減らすため、認知症の人に関する正しい理解を促進するとと

もに、地域の見守りが自然に行われるまちづくりを進めていきます。 

＊  SOS メール：認知症などが原因で、記憶力・判断力が低下することにより、外出後に道を間違えたり、自分の

家がわからなくなったりした時、協力者に行方不明者の情報をメールで配信し、より多くの目で捜索することに

よって少しでも早く家族のもとへ帰れるようにするシステム 

事前登録者数 129 人、発見協力登録件数 1,705 件（令和 6 年 1 月末時点） 
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６ 高齢者の権利擁護                         

人は誰しも自らの意志で生き方を決め、周囲からもそれを尊重されて生きることを望んでいま

す。しかし、疾病、認知症や障がいにより意思を示すことができなくなったり、意思はあっても

契約行為ができなくなるなど、高齢期には自分らしく生き続けることが難しくなる場合がありま

す。そのような場合には、本人に代わって適切な判断を行う人が必要ですが、身寄りがない、あ

るいは身寄りがあっても積極的に関わる親族がいない等の理由で、当事者の権利が守られないこ

とが増えています。 

また最近では、家族や親族など養護者からの虐待のほか、介護施設における職員からの虐待が

表面化するケースも増加しており、高齢者の人権そのものが侵害を受けている事例もあります。 

 

（１）高齢者虐待の防止及び虐待事例への対応 

 現状と課題  

近年、全国的に、養護者（家族等）による高齢者虐待＊に関する相談・通報件数は増加傾向に

ありますが、本市においては年間 25～30 件程度で推移しています。虐待の種別としては、身体

的虐待が多く、次いで心理的虐待、介護・世話の放棄、放任（ネグレクト）となっています。虐

待の背景として、家庭内に様々な問題を抱えているケースが増加しており、高齢者だけでなく障

がいを持った子のいる家庭や経済的に苦しい家庭など、その家族の状況に応じた支援が重要であ

り、解決までに時間を要するケースが増加しています。 

そのため、高齢者を養護する家族と、地域の民生委員・児童委員、主治医、ケアマネジャー、

介護サービス事業者等が、日頃から介護における不安や困りごとを気軽に相談できる関係性を保

ち、虐待を未然に防ぐことが必要です。 

また、介護施設における虐待については、施設職員の人員不足や過労などによるストレスや認

知症への理解不足などから起こることが多いと考えられています。 

 

 具体的な取組  

養護者からの高齢者虐待についての防止及び対応は、第一義的には高齢者あんしん支援センタ

ーが対応することとしています。生命に重大な危機があり、緊急対応が必要な場合は、市の主導

による緊急保護や警察への協力要請などを実施するほか、精神障がいのある虐待者については保

健所への通報など、関係機関と緊密な協働体制を取りながら対応していきます。また、介護施設

における高齢者虐待についても、市において適切に確認を行い迅速な対応をしていきます。 

高齢者虐待は、複雑化・複合化した課題を抱えるケースが増えているため、虐待対応にとどま

らず、その後の世帯支援が重要となってきます。本市で実施している、「出雲市福祉総合相談支

援事業」等を活用し、複合的課題を解決していけるよう多機関で連携し対応していきます。 

市では、今後も様々な機会を捉えて、住民や介護サービス事業所等の関係機関に向け虐待防止に

関する啓発活動（出雲市介護保険サービス事業者集団指導、市の広報誌、市ホームページ）を行

うとともに、高齢者虐待の早期発見や早期対応の協力体制を継続し適切な対応を行います。 

＊高齢者虐待：高齢者に対して、家族や施設の職員など、高齢者を養護すべき者から行われる虐待の行為 
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（２）相談、苦情等の受付と対応 

 現状と課題  

介護保険制度においては、保険料や要介護認定に関する被保険者からの苦情等について、所定

の手続きを経て問題解決を図る仕組み（県が設置する介護保険審査会で審議・判定を行う）が制

度的に位置づけられています。 
 

 具体的な取組  

相談等の対応は、相手の申し出をしっかりと聞き取り、問題解決までわかりやすい説明と対応

をします。住民の相談・苦情は、行政の施策を今一度見つめ直す良い機会であると受け止め、今

後も適切に対応していきます。 

 

（３）消費者被害の防止 

 現状と課題  

近年、高齢者を狙った悪質商法による消費者被害が後を絶ちません。また、インターネットや

スマートフォン等の普及に伴う特殊詐欺被害などの消費者トラブルも増加しています。背景には、

一人暮らし高齢者の増加や、親族や地域社会との関係が疎遠な高齢者世帯が増えていることなど

が考えられます。 

本市では、こうした被害の未然防止を図るため、「生活・消費相談センター」を設置していま

す。生活・消費相談センターが受ける相談の年代別構成は、６０歳以上の割合が最も高く、６５

歳以上は、全体の約３割を占めています。（「令和４年度調査」） 

 

 具体的な取組  

今後も、「生活・消費相談センター」で高齢者からの相談に対応していきます。また、消費者

被害の未然防止のため、出前講座の実施や、令和４年(2022)１０月に、出雲市社会福祉協議会、

出雲警察署及び本市の３者で設置した「出雲市消費者安全見守りネットワーク」を通じた啓発も

図っていきます。 

さらに、第三者が契約を行うことができる成年後見制度の活用や出雲警察署との定期連絡会議

の開催等により、消費者被害の防止に取り組んでいきます。 
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（４）成年後見制度の活用 

 現状と課題  

成年後見制度＊１は、平成 12 年（2000）４月の介護保険法施行と同時期に、民法の改正により

開始された制度です。本市では、弁護士、司法書士等の法律関係者がこの制度にいち早く注目し、

平成 12 年（2000）７月には「出雲成年後見センター」が発足しました。このセンターは、法律

関係者以外にも医師、社会福祉士等の多職種で組織され、出雲市社会福祉協議会内の「いずも権

利擁護センター」と連携して、判断能力が低下した高齢者等の支援を行っています。また、出雲

成年後見センター定例会に、出雲成年後見センター会員、いずも権利擁護センター職員、市職員

などが参加し、申立て前にケース検討を行うことで、後見人等へのスムーズな受任調整を図って

います。 

 また、高齢者数の増加に伴い、成年後見制度を利用する人が更に増えることが予測されたため、

市では、新たな担い手として期待を寄せられている第三者後見人＊２となる「市民後見人＊３」の養

成を平成 25年度から平成 26年度にかけて行いました。そして、市民後見人バンク登録者の中か

ら、平成 30 年(2018)に 2 名、令和５年(2023)に 1 名の市民後見人が誕生しました。一方で、市

民後見人バンク登録者数が高齢化などの理由で少なくなったため、同年に「市民後見人養成講座」

を実施しています。 

 市では、成年後見制度利用の必要性があり、親族による申立てが期待できない場合には、市長

による申立てを行います。また、経済的理由により成年後見制度の理解が困難な高齢者に対して

は、申立費用や後見人等の報酬の助成も行っています。 

 今後も、成年後見制度を必要とする人が適切に制度を利用できるよう、成年後見センターやい

ずも権利擁護センターと連携を強化していく必要があります。また、地域や福祉、行政などに司

法を加えた多様な分野・主体が連携する体制の整備が必要です。 

 

 具体的な取組  

市では、誰もが住み慣れた地域で本人らしい尊厳のある生活ができ、住民一人ひとりが共に社

会を創っていくために、権利擁護支援の重要な手段である成年後見制度を広く周知します。また、

地域における権利擁護支援体制を強化していくために、成年後見センターやいずも権利擁護セン

ター、介護サービス事業所、家庭裁判所などで構成する地域連携ネットワークの構築に努め、広

報活動、相談業務、利用促進活動、後見人支援業務等を協力して進めます。 

併せて、地域に根差し、本人に寄り添った支援活動が期待される市民後見人の活躍についても、

その育成や活躍支援について関係団体等と連携して取り組みます。 

 

 

 

＊１ 成年後見制度：認知症や知的障がい、精神障がいなどによって判断能力が十分でないため、自分ひとりでは契

約や財産の管理が難しい本人について、その権利を守るため、援助者を選び、本人を法的に支援する制度 

＊２ 第三者後見人：本人の親族以外の法律・福祉の専門家その他の第三者で、家庭裁判所に選任された成年後見人 

＊３ 市民後見人：市町村等が実施する養成研修を受講するなど成年後見人等として必要な知識を得た一般市民の中

から、家庭裁判所が成年後見人等として選任した者 
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資料編 

 

１ 出雲市認知症施策推進計画の骨子案と第９期計画の対応関係の整理                       

 

 

２ 認知症の人や家族等へのヒアリング                         
※令和５年度認知症施策推進計画に係る策定準備支援事業実施報告書（令和 6 年(2024)3 月 31 日付け

出雲市健康福祉部医療介護連携課）（抄） 

 

本市の「認知症施策推進計画」が、認知症の人と家族の意見を反映したものとなるよう、市内

の認知症の人と家族の支援団体による認知症の本人と家族 50 人へヒアリングを実施し、ヒアリ

ング結果をまとめた。（有効回答者数：認知症の本人 23人、家族 23人） 

（略） 

 

実施時期：令和 6年 2 月～3月 

委託先：公益社団法人 認知症の人と家族の会 島根県支部出雲地区会 
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３ 認知症施策強化検討会（旧：認知症高齢者支援強化検討会）検討状況                      

 

４ 認知症施策強化検討会委員名簿（令和７年１月時点） 
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５ 出雲市認知症施策強化検討会設置要綱 

(令和 6年出雲市告示第 360号) 

(設置) 

第 1 条 全ての認知症の人が、基本的人権を享有する個人として、尊厳を保持しつつ希望を持っ

て暮らすことができるよう、共生社会の実現を推進するための認知症基本法(令和 5年法律第 6

5 号)第 3条の基本理念にのっとり、認知症に対する正しい理解の普及や認知症の人とその家族

が暮らしやすいまちづくりを、地域住民、専門スタッフ、関係機関及び行政が、一体となって

認知症施策を検討し実践することで、認知症の人を含めた市民一人一人がその個性と能力を十

分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社会の実現を推

進することを目的として、出雲市認知症施策強化検討会(以下「検討会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条 検討会は、次に掲げる事項について協議検討する。 

(1) 認知症の人が暮らしやすい社会環境の醸成(ネットワークづくり)に関すること。 

(2) その他出雲市における認知症の人とその家族の支援に関する諸課題に関すること。 

(組織) 

第 3 条 検討会の委員は、次に掲げる者 20 人以内で組織し、市長が委嘱する。 

(1) 認知症の人とその家族への支援に関わる保健・医療・福祉の関係者 

(2) その他市長が適当と認める者 

(任期) 

第 4 条 委員の任期は、2 年とする。ただし、再任を妨げない。 

2 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(運営) 

第 5 条 検討会は、次により運営する。 

(1) 検討会の進行は、医療介護連携課長又は医療介護連携課長が指名する者が行う。 

(2) 検討会において協議した結果を必要に応じ介護保険運営協議会に報告する。 

(3) 検討会の開催は、年 1 回以上とする。 

(4) 検討会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めることができる。 

(事務局) 

第 6 条 検討会の事務局は、健康福祉部医療介護連携課に置く。 

(その他) 

第 7 条 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和 6年 6月 1 日から施行する。 

 


